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１．策定の背景 
 大宮駅周辺地域は、乗降客 65 万人を越える大宮駅を有する交通結節点であると同時に、商業をはじめとする

様々な都市機能が集積するなど、首都圏や東日本からの役割が期待される高いポテンシャルを持つ地域であるに

も関わらず、慢性的な交通渋滞の発生、基盤整備の遅れや商都大宮をとりまく環境の変化など、様々な問題を抱

えた地域でもあります。この戦略ビジョンは、これらの課題に対応しながら、大宮駅周辺地域を政令指定都市さ

いたま市の「顔」にふさわしい地区に再構築していくことを目的とした新たなまちづくり計画である。 
 
２．戦略ビジョンの構成 

 策定にあたり、「三位一体の推進体制」を構築するため、地元や市民の皆様の意向や考え方を把握し情報共有を

図る「意見交換会」を設置するとともに、学識経験者や地元・行政関係者が大所高所から総合的な検討を行う「策

定委員会」と分野別に詳細な検討を行う「分科会」を設置し、行政とともに多様な関係者が一緒に議論を重ね、

民間と行政の協働によって地域が目指すべき「将来像」とその実現に向けた「戦略」を示すとともに、まちづく

りを着実に動かしていくために「優先的に取り組むべきプロジェクト」を抽出した。 
 
３．大宮駅周辺地域の位置づけ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．大宮駅周辺地域が目指す将来像 

（１）東日本の顔となるまち 

 
 
 
（２）おもてなし、あふれるまち 

 
 
 
（３）氷川の杜、継ぐまち 

 
 

 
 
 
５．将来像を実現するための戦略 

 将来像を実現するため、「まちづくりの方針」に沿って、まちづくり戦略、交通戦略、推進戦略を構築し、大宮

らしさを大切に、大宮ならではのまちづくりを進める。 
（１）まちづくり戦略 

機能強化戦略：拠点都市として強化する戦略 
にぎわい・おもてなし戦略：にぎわいのまち大宮を再生する戦略 
シンボル戦略：大宮を象徴する顔・シンボルをつくる戦略 
環境・情報戦略：都心ならではの環境配慮や情報技術活用を推進する戦略 

（２）交通戦略 

交通基盤戦略：都心活動のモビリティを向上させる戦略 
おもてなし交通戦略：まちのにぎわいを支える交通マネジメント戦略 
モーダルシフト戦略：人と環境にやさしい交通体系へ転換する戦略 

（３）推進戦略 

推進戦略：地域が一体となって戦略ビジョンを具体的に展開する戦略 
 
６．優先的に取り組むべきプロジェクト 

（１）「おもてなし歩行エリア」の形成 

 人が集まる大宮駅を中心に、道路整備や周辺の市街地整備と連携しながら、歩行者や自転車、公共交通を優先

する交通体系へ転換し、誰もが安全に、まち歩きを楽しめる時間消費型のまちの実現を図る。 
（２）おもてなしひろば」の創出 

 まちなかのにぎわいや回遊の促進、都市の安全性や環境向上などに寄与する「機能」と、人が集い、憩い、楽

しめる「空間」を備えた、大小さまざまな「ひろば」をまちのいたるところに配置することで、まち歩きの魅力

を高めていく。 
（３）複合的な事業促進による「おもてなしまち再生」 

 複合的な機能や事業を組み合わせた街区再編・整備に事業化を推進し、拠点機能の強化や基盤整備などを促進

するとともに、商業環境のポテンシャル発揮、民間活力を活かした公的空間や機能の導入を図る。 
（４）公共施設再編による「連鎖型まちづくり」 

 公共施設・用地や大規模用地の再編・土地利用転換などをきっかけとし、まちづくりに活用できる土地を創出

し、連鎖的に駅周辺地域内のまちづくりの活性化を図るとともに、高次都市機能の導入や基盤整備、公共空間や

機能の導入を図る。 
 
 
 
 
 
 
 

図 プロジェクトの推進によるまちづくりの展開イメージ 

■大宮駅周辺地域戦略ビジョン 

 多様な都市活動が展開される東日本の交流拠点都市

として、さいたま市の「顔」として市民が誇りに思える

まち 

大宮らしさを感じさせる様々な場所の個性を活かし

た「おもてなし」にあふれる地域として、誰もが楽しめ

るまち 

豊かな都市生活を守り、育て、継承していく地域とし

て、氷川の杜に象徴される地域資源の活用など、様々な

課題に取り組むまち 

○「東日本の交流拠点都市」として、首都圏と北関

東・東日本全体を結ぶ交通の要衝 
○高次な都市機能が集積し、首都圏の「業務核都市」

としての役割を持つとともに、さいたま新都心周

辺地区と一体的な都心としての位置づけ 

図 まちづくりの方針図 

図 広域的な位置づけ 
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地下鉄７号線延伸（浦和美園～岩槻）
事業化実現への取り組み ～「線」と「面」が両輪となった調査・検討～

◎法の要件のクリア
・採算性の確保

整備主体が開業後３０年以内
で累積黒字転換

（４０年への緩和を国へ要望中）
・費用対効果

延伸線計画の検討

◎開発可能性に関する調査
・住宅開発の調査

- 開発需要＆規模の検討

・産業集積拠点の検討
- 企業アンケートの実施
- 学識者等専門家による検討

・集客施設の検討
- 施設規模の調査
- 集客専門家ヒアリング

◎中間駅周辺まちづくりの検討
- 上記の調査をもとに

まちづくりの方策を検討

延伸線を活かす沿線開発の検討

◎運行計画
- 快速運転の可能性

◎建設費
- 750億円の縮減可能性

◎需要予測
- Ｈ２０年ＰＴによる需要予測
- 中間駅開発効果の反映

◎採算性
- 上記を基に採算性検討

さいたま市＆埼玉県が共同して調査・検討中

さいたま市にて検討作業中

延伸に向けて都市鉄道等利
便増進法（速達性向上事業）
に基づく事業化を目指す

中間駅周辺

◎区画整理事業の推進
◎産業集積拠点の検討

浦和美園周辺

◎岩槻地域活性化に向けた
まちづくりの検討

〔さいたま市の目標スケジュール〕
平成２４年度末までに都市鉄道等利便増進法の手続きに入る。

～経済性などを十分に考慮し、まちづくりと連動させて推進～

Ｈ２２調査事項

調査の目標

延伸線の
需要予測に

反映

さいたま市地下鉄７号線
延伸実現市民協議会

（延伸実現をもとめる市民の組織）

◎活動内容
延伸に関する情報・意見交換、国等からの助言を得ながら
調査・検討を推進

◎メンバー
•国（国土交通省関東運輸局）、埼玉県、鉄道運輸機構、さ
いたま市

地下鉄７号線建設誘致期成同盟会
（埼玉県内８市町で構成）地下鉄７号線延伸事業化検討調査懇談会

「地下鉄７号線」は目黒～赤羽岩淵～浦和美園（３５．
９ｋｍ）からなる、東京メトロ南北線、埼玉高速鉄道線、
東急目黒線が相互直通運転している路線です。

延伸計画は、運輸政策審議会１８号答申で示された浦
和美園から蓮田までの延伸区間のうち、浦和美園から
岩槻まで約７ｋｍを先行整備するものです。

浦和美園から岩槻の市街地手前までは高架、既成市
街地からは地下で整備する案としています。

その他 延伸実現に向けての支援活動

県・市議会 延伸促進議員連盟

事業の特徴：上下分離方式

連絡線整備により
速達性を向上

岩槻大宮

都内

鉄道の営業（運行）主体

鉄道施設の整備（保有）主体

施設の貸付 施設使用料（賃借料）

の支払い

（民間）

（公的主
体）

延伸線の構造

岩槻周辺

まちづくりと連動させて延伸推進
～延伸線利用を促進する需要の創出～

面

２０１０．８

さいたま市

地下鉄７号線
延伸対策課

線

★地下鉄７号線＆延伸とは？

延伸計画路線（浦和美園～岩槻）
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さいたま市公共施設マネジメント方針

• 多くの公共施設を保有

• 今後、大規模改修や建替
えの大きな波が訪れる

• 今後、急速に少子高齢化
が進展しつつ人口が増加
から減少に転ずる

• 地区によって傾向が大き
く異なる

• 投資的経費全体を抑制す
る一方、維持・改修コス
トは増加傾向

• 今後、さらに大幅に維持
・改修コストが増加し、
多額の財源不足に

• 公共施設の維持・改
修コストの大幅な増
加による破綻回避の
必要性

• 全庁的なデータの整
理・収集・管理体制
整備の必要性

• 全庁的・総合的な視
点での優先順位付け、
選択と集中の必要性

• 市民との情報・問題
意識の共有、協働で
の取組みの必要性

1. 中長期的な視点からのマネジメント

2. 全庁を挙げた問題意識の共有と体制
整備によるマネジメント

3. 財政と連動した実効性の高いマネジ
メント

4. 施設の実態を踏まえ､「機能重視型」
・「ネットワーク型」に転換する
マネジメント

5. 市民・民間事業者との問題意識の
共有・協働を推進するマネジメント

•さいたま市の地域特性
を反映した公共施設マ
ネジメント

•さいたま市オリジナル
の取組みを前提とした
公共施設マネジメント

５つの柱大方針現状と課題
公共施設マネジメント

の必要性

施

設

人
口
・
ニ
ー
ズ

財

政

【対象施設】

本市が保有し、又は
借り上げている施設
（土地を含む。）

市民利用施設
市民文化・社会教育系施設、
スポーツ・レクリエーション
系施設、産業系施設、学校教
育系施設、保健福祉系施設等

行政施設
庁舎、消防施設、環境施設等

都市関連施設
市営住宅、駐車場、公園、
河川、道路・橋梁等

企業会計施設
上水道、下水道、病院

「さいたま方式」の次世
代型公共施設マネジメ
ントの確立・発信

・施設数：約1,670施設
・建物の床面積：242万㎡
・学校：55％、行政系：12％、

市民文化・社会教育系：９％

・1970～80年代築の建物が多い
・旧耐震基準の建物は約54％
・特に学校施設、市営住宅などで老朽

化が進展

・全国の政令市の中でトップスピード
で高齢化と少子化が同時進行

・2015～20年に人口減少に転ずる

・市平均地域、郊外型高齢化進展地域、
都心型高齢化進展地域、若年層集積
地域など、地区により傾向が異なる

・ここ３年、市民関連施設にかかる投
資的経費は約250億円で横ばい

・一方で維持・改修経費は増加傾向

・現状の施設を維持すると、今後20
年の年平均で757億円（現在の2.6
倍）かかり、470億円の経費増大

・従来の延長では破綻または他
の行政サービスに重大な影響
を及ぼす

・更新の波が訪れる前、早期に
マネジメントに取り組む

・公共施設に関するフルコスト
や利用・効果に関するデータ
の収集・分析が必要

・データが所管部局で個別に保
有・管理され不統一

・既存の公共施設のすべてを維
持することは困難

・全庁的・総合的な視点での優
先順位付け、選択と集中によ
る資源の効果的活用も必要

・市民と情報・問題意識を共有
し、市民の理解を得るととも
に、市民自ら率先して公共を
担う方向にシフトすることが
必要

・民間のノウハウや活力を取り
入れることも必要

・県庁所在地の政令指定都市
・旧４市の合併市
・高齢人口の急増

・すべての公共施設を対象
・トップマネジメントによる推進
・数値目標を明示
・財政との連動
・モデルケースを推進力とする
・市民と問題意識を共有・協働

・ライフサイクルコストの把握・管理に基づく、長期的
なマネジメント

・人口動態・人口構成の変化による需要・ニーズの変化
に対応したマネジメント

・時代の要請に対応したマネジメント
・あるべき姿を踏まえた計画的・戦略的なマネジメント
・公共施設マネジメント基本条例の制定等を含めた、中

長期的な枠組みによるマネジメント

・トップマネジメントによるマネジメント
・数値目標の明示、施設の現状の把握と問題意識（切迫

感）の共有、PDCAを前提としたマネジメント
・個別計画との整合・調整を踏まえたマネジメント

・施設の維持管理・更新にかかるコストの実態を踏まえ
たマネジメント

・今後の維持管理・更新にかかるコスト試算が財政に与
える影響を踏まえたマネジメント

・予算編成方式を含めた実効性の高いマネジメント

・「施設重視型」から「機能重視型」に転換するマネジ
メント

・「フルスペック型」から「ネットワーク型」に転換す
るマネジメント

・施設の実態を踏まえたマネジメント
・適切な評価指標を用いたマネジメント
・システム化等による一元化したマネジメント
・「機能複合化」「用途見直し」を含むマネジメント

・白書発行による市民等との問題意識の共有を踏まえた
マネジメント

・受益者負担と管理方法のバランスを図るマネジメント
・施設の維持管理・運営に市民の参加を促進するマネジ

メント
・ＰＰＰの推進によるマネジメント 3



さいたま市(仮称)見沼基本計画（計画の素案） 

～農・自然・歴史とふれあう憩いのふるさと“みぬま”～ 

見沼田圃の特徴と現状                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画策定の背景                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

＜見沼田圃の問題点＞ 

■農地の減少、荒れ地・耕作放棄池が増加 
農地面積約 100ha 減少、荒地約 9ha 増加 

（平成９年～平成 19 年の 10 年間） 

耕作放棄地の過去５年間 約2ha増加 

（H17年度は約17ha、H21年度は約19ha） 

■農地や緑地・水辺の環境を守ってきた 

農家の担い手が減少 
約半分が営農の意向なし。（1,117 世帯に平成 19 年度にｱﾝｹｰﾄ）

将来貴重な農地を残すべきは約 8.2％のみ 

○これまでは、法規制に基づいた土地利用制限や各種計画による保全施策が推進 
農業従事者の減少、後継者不足、営農環境の変化等により、農地の耕作放棄・荒地化が進行 

○従来の取り組みだけでは「見沼田圃」の保全・再生が困難になりつつあります 

このまま何も対策を行わないと 

農地の減少・荒地化、緑地の荒廃、水辺環境の悪化、生態系の崩壊等がさらに進行 

貴重な大規模緑地空間としての価値・魅力が低下 

 

「見沼田圃」の良好な環境の保全・再生を図るため、新たな取り組みが必要 

首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン
～首都圏に水と緑と生き物の環を～ /平成 16 年/国土交通省 

＜見沼田圃の特徴＞ 

■首都圏有数の平地的大規模緑地空間（約1,2０0ha）

■さいたま新都心駅や大宮駅から２～３㎞に近接 

■貴重な農業生産の場、農村としての歴史・文化 

■多様な野生生物の生息の場 

■市民の憩いの場、自然とのふれあいの場 

 

計画の目的                            
■〈仮称〉見沼基本計画の目的 

これまでの土地利用規制や農業振興策の推進を基本としつつ、見沼田圃
の「保全」及び「活用」に係る様々な取り組みを一体的に推進することで、

見沼田圃の良好な環境を保全・再生し、魅力ある田園空間としての再生、
地域の活性化につなげる 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の対象区域                        
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①見沼田圃エリア 

埼玉県が定める「見沼田圃の保全・活用・創

造の基本方針」による土地利用規制区域です。

土地利用の方向性を明確にし、治水機能を保持

しつつ、農地、公園、緑地等として土地利用を

図るとともに、自然環境の保全・創造に配慮し、

良好な緑地環境の保全を図るエリアとします。 

②緩衝エリア 

斜面林や見沼代用水を含む見沼田圃エリアの

周囲約 100ｍの範囲を緩衝エリアとし、開発の

抑制や緩衝帯となる緑地の保全などにより、見

沼田圃と一体となった緑地空間の形成や利活用

を図るエリアとします。 

③ふるさとエリア 

見沼田圃エリアに隣接して農地や斜面林が残

っており、良好な緑地空間として保全すべき谷

戸を含むエリアです。一部は公園・緑地となっ

ており、見沼田圃と一体となった緑地のネット

ワークの形成や利活用拠点の整備なども含め

て、柔軟に保全・活用を図るエリアとします。

④周辺の主要施設 

計画策定にあたっては、上記エリア内におけ

る保全・活用だけでなく、周辺の公園や自然資

源、歴史資源、鉄道駅等との連携・ネットワー

ク化等についても合わせて検討していきます。 

・これまでの見沼田圃では、耕作者・土地所有者による営農活動や行政

による環境保全整備事業などによる「保全」の取り組みが中心でした。 

・これからの見沼田圃では、既存の農地や緑地を「保全」し、「農業生

産の場としての農地の活用」を維持・促進することを基本としながら、

自然環境の保全や営農活動の継続に支障がない範囲で、「来訪者」によ

る見沼田圃の「活用」も推進することで、農地や自然環境の保全・再生

を図っていきます。 

・来訪者の増加により、環境保全や援農活動等への参画や、農産物の購

入等による農家への経済的効果なども期待でき、見沼田圃の農地・緑地

の保全・再生が図られ、耕作者・土地所有者と来訪者の双方にとって満

足度の高い、魅力ある田園空間としての再生、地域の活性化につながり

ます。 

・「（仮称）見沼基本計画」は、上記のとおり、見沼田圃に係る多様な主

体が積極的に連携・協働・交流を図りながら、農業、環境、歴史・文化、

観光・交流、教育など、見沼田圃及びその周辺地域の「保全」「活用」

に係る様々な取り組みを一体的に推進していく事を目的としています。 
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計画のテーマ・目標                                 
■見沼田圃づくりのテーマ 

農・自然・歴史とふれあう、憩いのふるさと“みぬま” 

 
 

■見沼田圃づくりの目標 

農業生産の場を維持しながら、 
来訪者の憩いの場、自然や農村文化とのふれあいの場として、 

良好な環境や歴史・文化を未来の子どもたちに残し、 
さいたま市民の「しあわせ倍増」へ 

 

 

見沼田圃の将来像                       

 

 

 

 

見沼田圃づくりの基本方針                   

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域を楽しくする 
自然観察会や農地等を活用した体験学習、
遊歩道やｻｲｸﾘﾝｸﾞﾛｰﾄﾞ等の環境整備 
 

③心を豊かにする 
地産地消・食育の推進、市民農園・観光農
園、援農ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等の農業体験の場の充実
 

④子どもを育てる 
農地・緑地・水辺空間等を活用した、環境
学習・農業体験・食育や農村文化の学習 
 

⑥地球環境を守る 
緑道・遊歩道・水路等による生態系ﾈｯﾄﾜｰｸ
の形成、ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象緩和の水辺 環境の
整備 

（１） 農・自然とふれあう魅力

ある田園空間の保全・改

善・・・【土地利用】 

（２）斜面林や見沼代用水など貴

重な緑地・水辺環境の保

全・整備・・・【自然環境】

（３）都市との関わりによる持続

可能な農コミュニティの

実現・・・【農】 

（４）見沼田圃の歴史や農村文化

の保全・伝承 

・・・【歴史・文化】 

（５）来訪者の散策・レクリエー

ションの場としての環境

整備・・・【観光・交流】

（６）市民の憩いの場としての積

極的な利活用の促進 

・・・【教育・市民活動】 

⑤みどりを増やす 
斜面林・河川など貴重な緑地・水辺空間な
どの保全、学校等の公共施設の屋上・壁面
緑化の推進 

誰もが憩うことのできる心のふるさととして、魅力ある見沼田圃の再生・活性化を図っていきます。 

農を通じた新たなライフスタイルを提供し、市内外から多くの人が訪れるような場所にします。/農業や農村文化とふれあえる場
所を増やしていきます。 

＜「基本方針」と「将来像」の関係（概念図）＞ 

①農を元気にする 
農産物のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化・地産池消の推進による
農業基盤の安定や、農地を活用した体験農
園、援農ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの育成など労働力の確保

テーマ・目標に基づいて、見沼田圃の保全・整備及び活用に係る諸施策を市民と行政が一体となって取り組むことによって創出が
期待される「見沼田圃の将来の姿」を以下のとおり定めます。 

テーマ・目標及び将来像の実現に向け、見沼田圃及びその周辺地域において今後取り組むべき保全・整備及び活用に係る諸施策の
基本方針について、６つの行政分野ごとに整理しました。 

 

地区別の拠点形成の方向性                   
計画対象区域を区分し、各地区の現況と課題及び各地区で重点的に取り組むべき施策の方針を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土呂駅
大和田駅

東
武

野
田
線

Ｊ
Ｒ
宇
都
宮
線

大宮公園駅

Ｊ
Ｒ
京
浜
東
北
線

首 都 高 速 埼 玉 新 都 心線

与野駅

セントラルパーク構想

東浦和駅

ＪＲ武蔵
野

線

適切な土地利用の規制・誘導

アクセスルートにおける案内
サイン、休憩施設等の充実

〔自然環境〕〔土地利用〕

〔観光・交流〕

市民の利活用拠点の充実
（市民農園、体験・学習施設等）

〔教育・市民活動〕

遊水機能、防災機能の強化

水と緑のネットワークの形成
自然植生の保全・復元の促進
特定外来生物の駆除

公園計画・構想の推進

〔農業〕

良好な水田環境・農地の保全

生態系配慮、レクリエーション
の場としての活用

県民ふれあい農園

芝川第１調節池

見沼通船堀

県民ふれあい農園

見沼氷川公園
氷川女体神社

南部領辻鷲神社
周辺斜面林

さぎ山記念公園

見沼自然公園

七里総合公園

合併記念
見沼公園

市民の森

市民農園

緑地、農地、河川等による
生態系ネットワークの形成

飛び石状の緑のネットワーク化

大谷ホタルの里

染谷ふるさとの緑の景勝地

大宮公園

大和田公園

大宮第二公園

大宮第三公園

大和田緑地公園

さいたま新都心駅 トラスト保全１号地

加田屋新田

大宮駅

大宮氷川神社

浦和博物館

東宮下調節池

旧坂東家住宅
見沼くらしっく館

浦和くらしの
博物館民家園

中山神社

■市民の森エリア 市民の森や市民農園・緑道を核とした緑地の 
保全・充実を図りながら、その活用を図る。 

■大宮公園エリア 

 

屋外レクリエーション利用に対応するオープン 

スペースとして機能の一層の充実を図る。 

■新都心東エリア 

 

防災面、屋外レクリエーション利用等に対応した 

質の高い公的緑地空間を新たに創出する。 

■中部エリア 

 

一団となった農地と一体的に残された田園景観の 

保全・活用を図る。 

■七里・加田屋エリア 公園緑地や斜面林を核として見沼の原風景として
良好な田園景観の保全・活用を図る。 

■トラスト保全１号地エリア まとまった斜面林や公園緑地を核とした良好な 

自然環境の保全・充実を図る。 

■第１調節池エリア 屋外レクリエーション利用への対応や見沼田圃 

の歴史を伝える場としての充実を図る。 

■ふるさとエリア 

 

見沼田圃と一体となった緑地空間の保全・ 

ネットワーク化を図る。 

■見沼代用水西縁・芝川 斜面林等を保全しながら、拠点となる公園・緑地 

を結ぶ緑道等により利用の充実を図る。 

■見沼代用水東縁・加田屋川 現存する自然環境の保全・活用を図りながら、 

自然とのふれあいの場の充実を図る。 

＜ゾーニング図＞ 

＜施策の展開イメージ図＞ 

見沼大橋

新見沼大橋 

県道新方須賀・さいたま線 

第
二
産
業
道
路 

大和田公園通り 
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        地域活性化総合特区（仮称）―《次世代自動車特区》に係る提案及び必要な取組・事業    （提案：さいたま市） ★新成長戦略 

地域の現状と課題 
私たちが直面する低炭素化とエネルギーセキュリティーという課題を解決するためには、総合的かつ効

果的な施策の導入と地域における協働の取組が今必要となっている。 
とりわけ、さいたま市では、運輸部門のＣＯ２排出量が約 3 割を占め、低燃費、低公害な自動車の使用、

及び交通需要マネジメントやエコドライブなど、モビリティ対策が重要な課題となっている。 

さいたま市が目指す地域戦略 
本市は、政府の「新成長戦略～元気な日 

本復活のシナリオ～」に基づき、ＣＯ２２５％ 

削減に向けた対策として、次世代自動車、 

スマートグリッド、再生可能エネルギー、など 

高度な技術の組み合わせにより次世代エネ 

ルギー・社会システムの構築による「環境未 

来都市」を目指す。 

また、そのアプローチを進めるにあたって 

現在の法的規制や制度が障壁となることが 

あるため「総合特区」のスキームを活用し規 

制の特例措置や新たな制度によって、大学 

や企業との協働によって、市民の「あったら 

いいな！」という移動手段を創っていく。 

 

スマートハウス

エネルギーマネジメント 

太陽光発電 

スマートオフィス 

スマートスクール 

スマートストア

充電ﾊﾟｰｷﾝｸﾞ

充電スタンド 

地域冷暖房 

○ さらなる次世代自動車の普及に向けて
・ ＣＮＧ（天然ガス）専用エコステーションの普及拡大に向けての要件緩和 
・ 燃料電池自動車の普及に向けて、水素供給装置（水素ステーション）の規制緩和 

（提案内容） 

 

○ さいたま市 E-KIZUNA Project のさらなる推進 
 （提案内容） 

  
★ 電気モーター・電池式移動手段（EV）に対する、専用ナンバーと仕組み創り 

（案）自動車の前面ナンバーのみ、さいたま市が発行するＥＶナンバーとして効果検証を実施 
      

後方ナンバーは、早急な対応が難しいので、前面ナンバーを専用色とすることでＥＶユーザーへのインセンテ
ィブの付与、排気・騒音が無いことによる走行可能箇所等の規制緩和の効果検証に役立てる。 

最終的には、ＥＶを新しいカテゴリーに分類し、専用ナンバーを創設し、税制、車両検査、交通法規等の適用
が誰からも分かり易く、使いやすい仕組とすることを目指す（8/20E-KIZUNA サミットからの提言）。 

 

★ ＥＶ用の電力を、小売レベルで「量り売り」が出来るようにする 

充電施設使用に係る課金制度を導入するに当たり、これまでの実証実験の結果で 

ユーザーが希望する従量制を実施するためには、電気事業法の規定緩和が必要。 

★ ＥＶ用急速充電器については、１施設１受電原則の適用除外とする 

急速充電器の設置しやすい環境づくりとして、電力供給規定の緩和が必要。 

★ ＥＶ用の電力については、電力会社が直接小売できるようにする 
 

電力会社がパブリックな充電スタンドを設置できるように電気事業法の規定緩和が必要。 
 
★ ガソリンスタンドにおけるＥＶ用急速充電器の設置に関する規制を必要最低限とし、

明確・簡潔で一律なものとする 
 

消防法、建築基準法、電気事業法の統一基準を整備し、自治体間格差をなくすことが必要。 

 
★ 「２４km/ｈ未満だけで走行できる２輪や３輪の電動車両」について、自転車と同じよ

うに扱われたい 
      

２輪・３輪等電動車両の開発普及への対応、シニア世代の活動支援のため、電動アシスト自転車のアシストリ

ミット（24km/h）と同程度の仕様の電動車両は自転車と同様のルールとするべきである。 

★ 大規模駐車場等に対する「充電可能な EV 専用駐車場枠」の義務化等 

市独自の施策として、一定規模以上の駐車場を設置する場合 

      の「充電可能なＥＶ専用駐車枠」の設置義務化、及びその他の駐 

     車場の努力義務規定を創設。

さいたま市のモビリティコンセプト「E-label Seven NEO(Attara E~na)」を各取組で展開する 

～ あらゆる立場の市民が「交通手段の選択性」を持ち、自由に移動できる環境を整備する ～ 

○電気自動車普及促進のためＥ－ＫＩＺＵＮＡ project の集中的な推進 

○低炭素地域づくり面的対策推進事業（環境省）の拡大 

○環境対応車を活用したまちづくりに関する実証実験（国交省）の実施 

○天然ガス自動車(CNG)普及促進 

○燃料電池自動車(FCV)実用化促進 

○ヒト・モノの移動手段最適化への挑戦 

○組織や地域でエコドライブの推進 

○ＴＤＭ（交通需要ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）の推進 

○ＭＭ（ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）の推進 
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需要創出と需要創出と
インセンティブの付与インセンティブの付与

初期需要の創出

ユーザーへのインセンティブ

広域ネットワークの構築

市内のインフラ整備

地域密着型の啓発活動地域密着型の啓発活動

触れる

学ぶ

知る

親しむ

充電セーフティネットの構築充電セーフティネットの構築

「E-KIZUNA Project」の３本の柱

環境未来都市へ向けての次世代自動車戦略  

環境未来都市のイメージ 

さいたま ５５５ 

し ８８・１０ 

ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ 

「次世代自動車特区」に係る提案 

道路交通法・電気事業法・消防法・高圧ガス保安法等の緩和 

高圧ガス保安法等の緩和 

★ ＣＮＧエコステーションの保守点検要件を柔軟に緩和 

★ 水素ステーションの設置規制緩和 

★ 水素ステーションの運用規制緩和 
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武蔵浦和地区
　副都心地区　新たな開発地域　マンション群
　日本一のチョコレート生産＋企画部門の
　ロッテ浦和工場がある

浦和地区
　都心地区、県庁・検察庁・裁判所・市役所など
　行政・司法などの機関が集中

浦和美園地区
　副都心地区　埼玉高速鉄道の終点
　浦和レッズの本拠さいたまスタジアム２００２、
　イオングループの大型ＳＣがある

E-label Seven ＮＥＯ

station

ＥＶバス・コミュニティバス

EV　カーシェアリング EーBIKE　シェアリング

コミュニティサイクル

共同輸配送　駐車場

バタバタ＝E-ターレー

病院・文化施設　など

自宅　戸建・集合住宅 登記所・法務局　など

SC・商店街　など

ＥＶ　レンタカー

自転車・駐輪場整備

バイク・駐輪場整備

ＥＶタクシー・乗合タクシー

パタパタ＝E-ターレー

動く歩道・徒歩

公園・遊興施設

学校・図書館

企業・金融機関

パークアンド・ライド

サイクルアンド・バスライド

presented by E-KIZUNA Projecet

北部拠点宮原地区
　移転した富士重工業の工場跡地の再開発地区
　イトーヨーカドーを中核とする大型ＳＣ、マンショ
　ン群、住宅展示場、文化コミュニティ施設等

■　コンセプト１
　・　様々なタイプのＥＶ（２輪、シニアカーなどを含む）を中心とした、次世代自動車の普及
　・　ＥＶへの面的な充電ネットワークを中心とした、エネルギーの効率的な需給環境の構築

■　コンセプト２
　・　低炭素地域づくり面的整備推進事業（環境省）、環境対応車を活用したまちづくり実証実験
　　（国交省）を踏まえた、公共交通を基幹とした「選べるアクセス（移動）手段」の構築

埼玉高速鉄道

ＪＲ 武蔵野線

ＪＲ 埼京線

東武 野田線

ＪＲ 宇都宮線

ＪＲ 高崎線
埼玉新都市交通

ＪＲ 川越線

ＪＲ 京浜東北線

岩槻地区
　副都心地区　旧城下町で日本一の人形の産地
　東武野田線が、大宮～岩槻～春日部で複線化
　し交通利便性が向上した

大宮・新都心地区　都心地区
　大宮＝経済の中心、企業・金融機関の本・支店
　　　　　が集中、ファッション、娯楽の中心
　新都心＝国の機関が集中
　　　　　　　さいたまスーパーアリーナ

鉄道・新交通システム

さいたま市内の拠点と鉄道のイメージ
　　白○＝駅、青○＝急速充電設備

鉄道駅・中心市街地と地域を結ぶ「選べるアクセス（移動）手段」のイメージ

　さいたま市　環境局
　　環境共生部　次世代自動車普及推進室
　　E-mail : e-kizuna@city.saitama.lg.jp
    tel : 048-829-1457   fax : 048-829-1991

シルバーカーなど

電動車走行レーン整備

電動車走行レーン整備

電動２輪車

電動カート電動アシスト自転車 １人乗り電動３輪

電気自動車

電気バス

ＣＮＧバス 燃料電池
電気自動車

■　提案の目的
　・　地球温暖化対策の観点から、低炭素社会の構築に向けた運輸部門対策の推進
　・　持続可能な地域産業振興や雇用の創出
　・　環境技術立国としての我が国の成長戦略の推進への寄与

■　提案の概要
　○　規制緩和
　　・　小型を中心とした様々な電動車両の規制緩和と一元的管理
　　・　ＥＶを始めとする次世代自動車へのエネルギー供給に関連する規制緩和
　○　実施事業
　　・　市民が「あったらいいな！」と思える多様な交通手段を提供し、市民が自
          由に移動できる環境を整備する
　　・　我が国の経済成長に向けて、次世代自動車やエネルギーに関する、様々な
          優れた先進技術の実証実験を行う 7


